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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 
第６期 

第１四半期 
累計期間 

 
第５期 

会計期間 
自 2021年１月１日 
至 2021年３月31日 

自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日 

売上高 (千円) 452,086 1,104,923 

経常利益 (千円) 126,167 170,405 

四半期（当期）純利益 (千円) 87,251 113,998 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― 

資本金 (千円) 311,950 311,950 

発行済株式総数 (株) 504,590 504,590 

純資産額 (千円) 566,365 479,114 

総資産額 (千円) 1,110,880 1,061,676 

１株当たり四半期（当期） 
純利益 

(円) 17.30 23.96 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円) ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 

自己資本比率 (％) 51.0 45.1 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について 

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．当社は、2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で株式１株につき10株の分割を行って

おります。第５期の期首に当該分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しており

ます。 

 

 

 

２ 【事業の内容】 

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

についての重要な変更はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

（1）経営成績の状況 

当第１四半期累計期間（2021年１月１日～2021年３月31日）における我が国経済は、貿易摩擦や、各国における

新型コロナウイルス感染症の感染拡大再加速による経済活動の停滞等により、先行き不透明な状況が続いておりま

す。 

当社の属するデジタルトランスフォーメーション（DX）業界におきましては、政府によるDXの後押しや新型コロ

ナウイルス感染症の流行によるニューノーマルの常態化等により業界全体の事業規模が順調に拡大する一方で、デ

ジタル人材に対するニーズの高まりにより人材獲得競争が激化しております。このような状況下において当社は、

様々な業界に対する戦略立案からビジネスプロセス改革、そしてデジタルマーケティングやUI/UXの改善を含めた実

行までの一連のサービスを一気通貫で提供できる強みを持って、ソリューション横断でのDX案件を多数受注し、ク

ライアントのDX支援、事業推進を進めてまいりました。直近の経済情勢を踏まえ、各社が支出を抑える傾向にあっ

たことにより、期末時点で支出可能な予算が一定程度残っている企業も多く、当社においては主に過去の支援実績、

業務品質を評価いただけている既存クライアントより案件を多数発注いただくことができました。サービスごとの

売上高前四半期比は、コンサルティングサービスが132.1%、マーケティングサービスが149.9%、UI/UXサービスが

160.1%といずれも大きな成長となっております。既存クライアントからの追加発注と同時に新規クライアントの獲

得にも成功しておりますが、いずれのクライアントについても、DXについて特定の課題のみが存在するということ

はなく、入り口はデジタルマーケティングやUI/UXについてのご相談であったとしても、領域をまたがってDXの課題

解決のためのより本質的な提案を行う余地があるケースがほとんどであります。当社の提供サービスの性質上、一

度受注すれば中長期的に継続支援させていただくことが多いため、このような新規クライアントについて領域横断

での提案を行うことによって今後も高い受注継続率、ストック売上高比率を維持していくことのできる可能性を強

く実感した四半期でありました。 

以上の結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高は452,086千円、営業利益は127,684千円、経常利益は

126,167千円、四半期純利益は87,251千円となりました。 

 

（2）財政状態の分析 

（資産） 

当第１四半期会計期間末における流動資産は939,697千円となり、前会計年度末に比べ49,709千円増加となりま

した。これは主に現金及び預金が6,466千円増加したこと、売掛金が42,862千円増加したことによるものでありま

す。固定資産は166,179千円となり、前会計年度末に比べ37千円減少となりました。 

この結果、総資産は、1,110,880千円となり、前会計年度末に比べ49,203千円増加となりました。 

 

（負債） 

当第１四半期会計期間末における流動負債は273,032千円となり、前会計年度末に比べ10,716千円減少となりま

した。固定負債は271,482千円となり、前会計年度末に比べ27,330千円減少となりました。これは主に社債及び長

期借入金が26,701千円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計は、544,515千円となり、前会計年度末に比べ38,047千円減少となりました。 

 

（純資産） 

当第１四半期会計期間末における純資産合計は566,365千円となり、前会計年度末に比べ87,251千円増加となり

ました。これは四半期純利益87,251千円を計上したことにより、利益剰余金が87,251千円増加したことによるも

のであります。 
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この結果、自己資本比率は51.0％（前会計年度末は45.1％）となりました。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は特にありません。 

  

（4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

（注）2021年５月28日開催の臨時株主総会決議により定款を変更し、2021年５月28日付で発行可能株式総数は8,000,000 

株減少し、2,000,000株となりました。また、2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で株

式１株につき10株の分割を行い、発行可能株式総数は18,000,000株増加し、20,000,000株となっております。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(2021年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2021年８月24日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 504,590 5,045,900 非上場 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。 

計 504,590 5,045,900 ― ― 

（注）１．2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で株式１株につき10株の分割を行っております。

これにより発行済株式総数は4,541,310株増加し、5,045,900株となっております。 

   ２．2021年５月28日開催の臨時株主総会により定款を変更し、2021年６月２日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

   ②【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。  

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2021年１月１日～ 
2021年３月31日 

― 504,590 ― 311,950 ― ― 

 

 (5) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。                  
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

    2021年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   200 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 504,390 504,390 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 504,590 ― ― 

総株主の議決権 ― 504,390 ― 

(注) １．2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を

行っておりますが、上記「株式数」及び「議決権の数」は、当該株式分割前の「株式数」及び「議決権の数」

を記載しております。 

   ２．2021年５月28日開催の臨時株主総会決議により定款を変更し、2021年６月２日付で１単元を100株とする単元

株制度を採用しております。 
 
 

② 【自己株式等】 
      2021年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社プロジェクトカ
ンパニー 

東京都港区六本木 
一丁目６番１号 

200 ― 200 0.04 

計 ― 200 ― 200 0.04 

(注) 2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っ 

ておりますが、上記「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」は、当該株式分割前の「自己名義所有株式 

数」及び「所有株式数の合計」を記載しております。 

 
 

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2021年１月１日から2021年３月31日まで)及び第１四半期累計期間

(2021年１月１日から2021年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。 

 

３  四半期連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７-６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前事業年度 

(2020年12月31日) 
当第１四半期会計期間 
(2021年３月31日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 710,407 716,873 

    売掛金 166,815 209,677 

    その他 12,765 13,146 

    流動資産合計 889,988 939,697 

  固定資産    

    有形固定資産 39,786  39,390 

    無形固定資産 14,257 12,848 

    投資その他の資産 112,173  113,940 

    固定資産合計 166,216 166,179 

  繰延資産 5,472 5,003 

  資産合計 1,061,676 1,110,880 

負債の部   

  流動負債   

    買掛金 41,427 58,208 

    １年内償還予定の社債 52,400 52,400 

    １年内返済予定の長期借入金 30,453 26,286 

    未払法人税等 58,050 44,522 

  賞与引当金 ― 10,119 

    その他 101,418 81,496 

    流動負債合計 283,749 273,032 

  固定負債   

    社債 121,400 100,200 

    長期借入金 171,098 165,597 

    その他 6,315 5,685 

    固定負債合計 298,813 271,482 

  負債合計 582,562 544,515 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 311,950 311,950 

    利益剰余金 167,664 254,915 

    自己株式 △500 △500 

    株主資本合計 479,114 566,365 

  純資産合計 479,114 566,365 

負債純資産合計 1,061,676 1,110,880 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第１四半期累計期間 
(自 2021年１月１日 
至 2021年３月31日) 

  売上高 452,086 

  売上原価 215,985 

  売上総利益 236,100 

  販売費及び一般管理費 108,415 

  営業利益 127,684 

  営業外収益  

    受取利息 3 

    営業外収益合計 3 

  営業外費用  

    支払利息 662 

    社債利息 96 

    株式交付費償却 111 

    社債発行費償却 356 

  支払保証料 292 

    営業外費用合計 1,520 

  経常利益 126,167 

  税引前四半期純利益 126,167 

  法人税、住民税及び事業税 41,519 

  法人税等調整額 △2,602 

  法人税等合計 38,916 

  四半期純利益 87,251 
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 【注記事項】 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りに関して） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、当社においては、当第１四半期累計期間の業績に重要な影響はな

いものの、経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、また将来の状況を予想することは困難なことか

ら、当第１四半期会計期間末時点で入手可能な情報に基づき、今後、2021年12月末まではその影響が継続する

ものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。 

 

当第１四半期累計期間 
(自 2021年１月１日 
 至 2021年３月31日) 

減価償却費 2,533千円 

のれんの償却額 1,324千円 

 

 

(株主資本等関係) 

当第１四半期累計期間(自 2021年１月１日  至 2021年３月31日) 

１  配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

 

２  基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

当社の事業セグメントは、デジタルトランスフォーメーション事業のみの単一セグメントであり、重要性が乏し

いため、セグメント情報の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
当第１四半期累計期間 
(自 2021年１月１日 
至 2021年３月31日) 

１株当たり四半期純利益 17円30銭 

(算定上の基礎)  

  四半期純利益(千円) 87,251 

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

  普通株式に係る四半期純利益(千円) 87,251 

  普通株式の期中平均株式数(株) 5,043,900 

 (注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場 

であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

２．当社は、2021年６月２日付で普通株式１株につき10株の分割を行っておりますが、当会計年度の期首に当 

該分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を記載しております。 

 

(重要な後発事象) 

当社は2021年５月14日開催の取締役会決議により、2021年６月２日付で株式分割を行っております。また、

2021年５月28日開催の臨時株主総会決議により、定款の一部を変更し、2021年６月２日付で単元株制度を採用して

おります。 

 

１．株式分割、単元株制度の採用の目的 

 当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、単元株式数（売

買単位）を100株に統一すること目標とする全国証券取引所の「売買単位集約に向けた行動計画」を考慮し、１単

元を100株とする単元株制度を採用いたします。 

 

２．株式分割の概要 

 (1)分割方法 

2021年６月１日を基準日として、2021年６月１日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、

１株につき10株の割合をもって分割しております。 

 

(2)分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数         504,590株 

今回の分割により増加する株式数      4,541,310株 

株式分割後の発行済株式総数        5,045,900株 

株式分割後の発行可能株式総数      20,000,000株 

 

(3)株式分割の効力発生日 

2021年６月２日 

 

(4)１株当たり情報に及ぼす影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が第５期の期首に行われたものとして算出しており、これによる影響につ

いては、当該箇所に反映されております。 
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(5) 新株予約権の行使価額の調整 

今回の株式分割に伴い、効力発生日と同時に新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり調整いたしま 

す。 

 調整前行使価額 調整後行使価額 

第１回新株予約権 2,500円 250円 

第２回新株予約権 3,000円 300円 

第３回新株予約権 3,750円 375円 

 

３．単元株制度の概要 

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。  
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２  【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 

該当事項はありません。 
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